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事 業 者 排 出 量 削 減 計 画 書 (新 規 頻 )

月桂冠株式会社 取 締役社長 大 倉治彦

,I〕 該当する□には レ 印を記入してください。付t14f業者以外で山上参llされるい栄者の方は、 レ印の記人は不要です。

2「 え4r「状Jと は予卜lT加‖Jの前年度を、 「日操年度Jと は''W川 ‖,の方t終年lEをいいます。

3「 1〔控所年リト出区分Jと li、京獅 /f内のJⅢ紫所年の」r来活151のためのエネルギ
ーのtt加に‖いた/■する松ヤ/pl米ガスを 「輸送Jt耐リトJJ区分Jと

は 山 IJI Ⅲ迅送Ⅲ来イについては使用の本拠の■はを京都府内とするJiniのリト出する‖七劾米メスを 飲 道Ⅲ業者については保行する貨物‖両X

It旅を11両のリトJ すヽるlk生効米〃スを、 「そのlLりll“区分Jと |よ、上記以外のボ加llf内におけるJr米所年のⅢ染活動に,Lい
/B4二十るllま効果〃ス

をいいまえ
4 f特 向1手項どには 平 成 2年度 〈1990イ 「渡)を A挫 としたコト山性の対比やエネルギ

ー万ていイヤC02勁 ‖1うヽ 竹 エネ興1‖J IH発など他打の述ヤ効

米ガスリH“打J減へのItは グ リーン親逆の採'1 付 定フ,ン などの条例柏せ外の担七効米ガスのHJ波などを記入してくださいゎ     |

特定事業者の
主たる業種 清酒製造業

該当する事業
者要件

V 京都府地球温暖化対策条例施行規則第10条第1号該当事業者 (大規模エネルギ
ー使用事業者 (原油に換

算して1,500キロリットル以上))
京都府地球温暖化対策条例施行規則第10条第2号又は第3号該当事業者 (大規模運送事業者 (トラック

又はバス100台以上/タ クシー150台以上/鉄 道車両150両以上)
京都府地球温暖化対策条例施行規只」第 10条 第4号 該当事業者 (その他の温室効果ガスの大規模JF出
事業者 (二酸化炭素に松笠 iンて3 0 0 0ト ン以上) )

計 画 期 間 平成 18  を卜   4 月 平成  20 年 3 月

基 本 方 針 地球環境の保全が人類共通の最重要課題の
一つであることを認識し、

全組織を挙げて環境負荷の低減に努力する。

推 進 体 市t製造本部長を統括責任者として、環境保全レベルの向上、
省エネルギー ・省資源の推進、地球の自然環境との調和、

環境対策を考慮した開発 ・設計、
環境啓蒙活動の展開。

年度ことの具
体的な取組及
び措置

工

】8～ J 9 製造部門
設ll更新いにおける前効率機器の採ナロ(高効率照明神具への買新、 トンプランナー機朴の張Лl及びイン
バーター導入今)及 び4職 laでの省エネ対策 く昼休み消灯、ラインのアイドリング1時Wの 見r■し年)に
より1 5C/9の制激を図る。

】8～ 】9 営業部門
空轟繊怖と主としたエネルギーのFj滅 (おは万1H度の適[皆 刃, 本必要な〕に明の消女r、社■HIの適切通
転竹】‖年)に 夕め 電気・ガス使用l■を17年 度比3 3%削 減を図る。印Irl用紙tt",Aを 17年 度比
40C/6Hl減し、更なる廃栞物側滅に取Fllむ.

温室効果ガス

の排出量等 排出区分

基準年度 (実演 ,

( 17 )年 度
(二酸化炭来換算 (t))

目標年度 (計画)

( 19 )年 度
に■酸化炭慕換算 (`))

肖」減 零

(計画 )
(%)

A事 業所等排出区分 14,669 , 14,438 t -15 %

B輸 送車両排出区分 t t %

cそ の他排出区分 ↓ t %

排出合計 ・1               14,669 t Ⅲ2             14,438 t -15 %

その他の地球
温暖化対策に

よる温室効果
ガスの肖け減量

等

対策等の区分
目t 三度 (計画)

(二酸化炭本張夕 〈t

森林の保全及び整備 〈睦帥而崩) (吸収■) t

府内産の木材の利用 (コ〕昴ttl) m〕 (制滅舟) t

自然エネルギーを利用 した電
力又は熱の供給

〈え屯掟〕 kwla (bり減■) t

〈熟サ(冷l■t) (ⅢⅢ阪■) t

グリーン電力の購入 (雌入 l■) kwh (bl巌■) t

削減量等合計 t

差引排出量

(リト11合言トー制渡年合,卜)

望 (実績) 目標年度 (計画) 削減率

14 669 t 【つ一い)      14,438 t - 1 5 %

特 記 事 項

製造部門におけるC02排 出量は、全体で2005年 度実績値において 1990年 度比 18 9

達成した。平成 17年 度にはエコ京都 21に おいて、マイスタ
ー 「地球温暖化防止部門」及びア

「循環型社会形成部門」の認定を受ける。

0%減 を
ドノミンス

連  絡  究 担 当 部 署

担 当 者 氏 名

住 所

電 話 番 号

フ ァ ク シ ミ ツ番 号


